
電話

（第 ３ 章）

（第 ５ 節）

（第 ４

①

②

③

①

②

　職員

行財政運営

10,700

　職員の安全と健康を確保し、快適な職場環境を形成することは、直接公務能率
の向上につながることから、「安全衛生委員会」での審議を得て各種健康管理事
業を実施し、職員の健康の保持を目指す。
　また、職員福利厚生会に対して市からの交付金により、職員の保健、元気回復
などを目的とした福利厚生事業を市に代わって実施する。

　同　上

１　職員健康診断、総合健診（人間ドック）、健康相談の実施
２　腰痛対策（腰痛健康診断、腰痛対策イスの配置）
３　メンタルヘルス対策（メンタルヘルス研修会、産業医による相談、
　　職場リハビリテーション）
４　職員福利厚生会における各種事業の実施（体育事業、生活習慣病予防事業、
　　慶弔事業など）

手　　段

(ここから成
 果指標を導
 きます）

 市が行った
(行う)事務事
業の具体的な
実施内容
（※団体補助
等の場合はそ
の補助金によ
る団体の活動
内容を記載）

対　　象
(誰､又は何を)

19
年
度
ま
で

20
年
度

事務区分

（総合計画での
  位置付け） 施策

(何をねらっている
 のか。対象をどの
 ような状態にした
 いのか)

■自治事務　　□法定受託事務　

事務事業開始年度

(ここから成
 果指標を導
 きます）

〃  終了予定年度

節

国支出金

20年度（予算）

直接事業費

21年度（予定）19年度（決算）

（単位：千円）

２　実　施　（ドゥ）

野呂一司

作成部署 総務部職員課

部長職名 高田信夫

【事業費の推移】

18年度（決算）

10,785

地方債

一般財源 10,54511,187 10,785

10,700

区　　　　分

0.30 0.30

11,187 10,545①合　計

 活動指標
(事務事業の
 活動量や実
 績）

 成果指標
(目的の達成
 度を測るも
 のさし）

健康診断等の受診者数

職員福利厚生会事業費

人  件  費
（概算）

②人　数（年間）

③1人当り年間平均人件費

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

0.30

9,000

2,700

13,485

0.30

9,000

49

　総　事　業　費 ①＋④ 13,887 13,245

95.00 94.00

指　　　標　　　名

34,00034,193

人

千円

706700 662 713

25,286 28,001

13,400

2,700

18年度

指　　　　　標　　　　　値

19年度単位 21年度（目標）20年度（目標）

その他特財

道支出金

④＝②×③ 2,7002,700

9,0009,000

70

100.00

7055

100.00

健康診断等の受診率

％
【指標の定義（算式等）】

職員福利厚生会事業費÷会員数

受診者数÷対象者数

【指標の定義（算式等）】

職員福利厚生会員1人当り事業費

千円

　平成２０年度事務事業評価調書（継続用）

１　計　画　（プラン）

上位施策との関連 章

別紙１

施策）

根拠法令等

開かれた市政

いきいきとした交流と連携のまち
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　地方公務員法第４２条（厚生制度）

目　　的

意　　図

職員福利厚生事務事務事業名 内線727

課長職名 平成２０年５月２０日作成日

北広島市

整理番号



■

□

□

□

今後の方向性

　 内部評価委員会
   の総合判定

　職員の高齢化や心の病が増加している中で、健
康管理の重要性が高まり、健康管理対策事業の充
実が求められている。
　また、福利厚生事業については、適正で公平な
事業の内容等は時代によって変化するものであ
り、常に「使用者責任」と「市民感覚」のバラン
スに配慮しつつ見直しを行っていく必要があるこ
とから、引き続き市民理解が得られるよう適宜見
直しを行う。

　健康増進、生活支援など職員にとって必要な福
利厚事業を実施している。
　市の交付金、事業運営の健全化など常に改善を
図りながら継続する。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止
□終了

□拡大重点化

　　■有　　　　□無

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続

　 事務事業担当
　 部局の総合判定

　健康管理対策については、最低必要限度の内容となっ
ているが、限られた中ではあるが内容の充実が求められ
ている。
　福利厚生事業については、平成18年度から外部有識者
の意見を取り入れながら事業の見直しを行ったが、今後
も市民理解が得られ、また職員の公務能率の向上が図ら
れるよう適宜見直しを進めていく必要がある。

・受益者負担は適正か。
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
　ていないか。

　健康管理対策については、自己負担と事業内容の充実
とのバランスを考慮しながらの検討を要する。
　福利厚生事業については、より多くの職員の公務能率
の向上につながる有効で効率的な事業構築の検討を要す
る。

評点区分 　　４　適切　　　　３　概ね適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

4

 法律で実施が義務付けられている事務事業か

2

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか。（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか。
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

2
効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か。
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か。
　（公共性・公益性の度合）

公
平
性

有
効
性

外部評価
委員会の
総合判定

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。
民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

□統合

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

■見直し

前年度の
２次評価

判　　定

見直し

今後の方向性

　１次評価のとおり。
　（職員の高齢化や心の病が増加している中で、健康管理の重要性が高まり、それに伴う健康管
理対策事業の充実が不可欠となっている。また、福利厚生事業については、適正で公平な事業の
内容等は時代によって変化するものであり、常に「使用者責任」と「市民感覚」のバランスに配
慮しつつ見直しを行っていく必要があることから、市民理解が得られるよう適宜見直しを行
う。）

[※参考]

今後の方向性（課題と解決方法等）

■現状継続
□見直し

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

整理番号 6-3

　職員の健康管理及び公務能率向上のため、職員の福利
厚生事業は地方公務員法の中で事業主の責務として実施
を義務付けられており、事業の必要性は高く、市の関与
は妥当である。

　職員の心身の健康増進を図り、公務能率の向上と効率
的行政運営に寄与しており、目的達成に一定の成果を上
げている。職員の健康管理については、職員の高齢化や
心の病の増加により対応が難しくなってきており、一層
の事業充実が求められている。

3

妥
当
性

□休・廃止
□終了

３　評　価　（チェック）

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か。
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か。
　（手段有効度合）



事業費（補助対象分）
及び運営費（事務局費
の一部）

事業費（補助対象分）
及び運営費（事務局費
の一部）

事業費（補助対象分）
及び運営費（事務局費
の一部）

 構成員(団体)数 （20年3月末現在）　５０８名

25,286

4,609

1,493

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（19年度）

事務局の状況
（19年度）

0繰越金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 558 1,493

設立年 昭和51年度

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書
整理番号 6-3

交付先の名称
及び代表者名

　北広島市職員福利厚生会　理事長　下村英敏

永年勤続等事業費

その他

％96 ％ 83
（Ａ）÷（Ｄ）

66

 補助・交付金の対象経費（項目）

21 ％ 18 ％

34

3,492

2,371

5,443

％

634

6,080

962

1,747

28,001

％

914

3,021

29,494

14

34,194

1,237

1,410 1,500

別紙２ 付　　　　　表

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 　職員福利厚生会交付金

＜継続用＞

1,179 970

25,844

407

14,950

2,265 1,855 2,180

11,840 13,380

34,194

生活習慣病予防事業費

収　入　合　計 （Ｂ）

その他

繰越金

旅行・研修事業費

体育・文化事業費

558

2,0120

15,361 14,859

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

4,771

事業収入・会員負担金

本市補助･交付金の額（Ａ）

会費

２０年度 (予定)

5,017

14,826

１９年度 (決算)

4,944

5,399

100

3,780

100

慶弔事業費 1,542

（単位：千円）

基金等繰入金 9,191

4,049

１８年度 (決算)区　　　　分

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

支　出　合　計 （Ｃ）

4,213

721

施設利用助成事業費

34

4,543

100

 全体支出に対する本市補助・交付金の

 割合　　  （Ａ）÷（Ｃ）

 交付先団体等の
 活動目的

 交付先団体等の
 活動内容

　地方公務員法第42条（厚生制度）の規定により、本来事業主として市が行わなけれ
ばならない｢職員の福利厚生事業｣の実施を、市に代わって実施するために交付する。

　職員の健康増進や元気回復、生活支援、士気向上などを目的に、次の各分野で福利
厚生事業を実施している。
　①旅行・研修事業　　②体育・文化事業　　③生活習慣病予防事業
　④慶弔事業　　⑤永年勤続等に関する事業　　⑥生活に関する事業

事務局費

基金等繰出金

3,000

補助・交付金の算出根拠
　交付金算出式＝職員年間給料総額×3.3/1,000×調整率
　※調整率＝予算の範囲内で調整
　　　　　＝（H18年度：0.74　　H19年度：0.70　　H20年度：0.69）

7,262
　 （Ｄ）

 対象経費に対する補助・交付金の割合

 補助・交付金の対象経費（金額）
5,600


